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国際公会計基準審議会（International Public Sector Accounting Standards Board：IPSASB） 

IPSAS 第 44 号「売却目的で保有する非流動資産及び非継続事業」の解説 
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本稿では、2022 年４月に国際公会計基準審議会（IPSASB）より公表された IPSAS 第 44 号「売却目的

で保有する非流動資産及び非継続事業」（以下「IPSAS 第 44 号」という。）について解説する。 

 

１. プロジェクトの位置付けと経緯 

(１) IFRS との整合性確保の必要性 

IFRS 第５号「売却目的で保有する非流動資産及び非継続事業」（以下「IFRS 第５号」という。）は 2004

年３月に IASB から公表された。その目的は、売却目的で保有の非流動資産の会計処理、及び非継続事

業の表示及び開示を定めることである。 

IPSASB の現行の基準書には IFRS 第５号に対応する基準書は存在しないが、IPSAS 第１号「財務諸

表の表示」（以下「IPSAS 第１号」という。）において、財務業績計算書に非継続事業に関する情報を開

示することを求めている。さらに、複数の IPSAS の基となる IFRS 基準書が IFRS 第５号を参照してお

り、当該参照は IPSAS には含まれていないため、IFRS と IPSAS の基準間の相違が大きくなっていた。 

IPSASB は中期計画である「戦略及び作業計画 2019-2023」においてテーマＡからＥの５種類のテー

マを掲げており、本プロジェクトはそのうち「IFRS との整合性を確保」するテーマＢのプロジェクト

である。 

IPSASB は、2020 年３月会議から本プロジェクトの方向性について議論を開始し、2020 年６月会議

にてプロジェクト概要書を承認した。 

 

(２) 公開草案第 79 号 

2020 年６月と９月の会議で主要な論点の検討と、公開草案の草稿レビューを行った後、IPSASB は同

年９月の会議で公開草案第 79 号「売却目的で保有する非流動資産及び非継続事業」（以下「ED 第 79

号」という。）を承認し、他の測定関連の公開草案と同じ 2021 年４月に公表した。ED 第 79 号は IFRS

第５号とほぼ同じ内容であるが、本文（第 52 項）に、売却目的保有資産を公正価値より大幅に低い帳

簿価額で測定する場合の公正価値の開示規定を追加していた。詳しくは、ED 第 79 号の解説記事を日

本公認会計士協会のウェブサイトに掲載
1
しているので参照されたい。 

 

(３) IPSAS 第 44 号の開発 

2021 年 12 月会議で、ED 第 79 号を含む測定関連の公開草案４本について、各国関係者から寄せられ

たコメントの概要分析を行った。ED 第 79 号についてはおおむね賛成の意見が寄せられていた。 

2022 年３月会議で、ED 第 79 号で提案した本文第 52 項の開示規定の追加を保持することを決定し

 
1 公開草案第 79 号の解説記事：https://jicpa.or.jp/specialized_field/ITI/2021/20210917cij.html 

https://www.ipsasb.org/publications/ipsas-44-non-current-assets-held-sale-and-discontinued-operations
https://www.ipsasb.org/publications/ipsas-44-non-current-assets-held-sale-and-discontinued-operations
https://www.ipsasb.org/publications/ipsas-44-non-current-assets-held-sale-and-discontinued-operations
https://jicpa.or.jp/specialized_field/ITI/2021/20210917cij.html
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た。 

また、本文第 24 項は、公的部門の結合で取得した資産で、売却目的であり売却目的保有に分類され

ているものは、売却コスト控除後の公正価値で測定することを定めている。この規定について、IPSAS

第 40 号「公的部門の結合」で定めている「統合（amalgamation：共通支配下の結合の場合は受入資産・

負債を簿価で認識する）」の場合を考慮した記載に修正することを決定した。 

上記修正を条件として、2022 年３月会議で IPSAS 第 44 号は承認され、2022 年５月に公表された。

発効日は 2025 年１月１日以降に開始する事業年度である。 

 

２. IPSAS 第 44 号の目的と適用範囲 

(１) 目的 

IPSAS 第 44 号の目的は、売却目的で保有する非流動資産の会計処理、非継続事業の表示及び開示を

定めることである（第１項）。 

 

(２) 適用範囲 

主体が認識する全ての非流動資産及び非継続事業が適用対象であり、その範囲内で売却目的保有資

産かどうかの分類を行う。ただし、他の基準書で扱われる項目は対象外となる（繰延税金資産、従業員

給付から生じる資産及び金融資産等）（第２項及び第６項）。 
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３. 用語定義 

流動資産・非流動資産の定義（下線は筆者が追加） 

IPSAS 第１号「財務諸表の表示」第 76 項 

76. 資産は、次の規準のいずれかを満たす場合、流動資産に分類しなければならない。 

(a) 主体の正常事業循環期間において、当該資産を実現させることを見込んでいる

か、又は販売若しくは消費するために保有している場合 

(b) 主として売買目的で保有している場合 

(c) 報告日後 12 か月以内に実現させることを見込んでいる場合 

(d) 現金又は現金同等物（IPSAS 第２号に定義）である場合。ただし、当該資産を交

換すること又は負債の決済に使用することが、報告日後少なくとも 12 か月にわ

たり制限されている場合を除く。 

他の全ての資産を非流動資産として分類しなければならない。 

 

上記の IPSAS 第１号の「流動資産」の要件(a)から(d)は、そのまま IPSAS 第 44 号第 9 項の流動資産

の定義でも使用されている。IPSAS 第１号は上記のように、要件(a)～(d)のいずれも満たさない資産を

「非流動資産」として定義しているが、IPSAS 第 44 号は IFRS 第５号と同様に、非流動資産を直接に

は定義していない。よって、非流動資産の用語は、IPSAS 第 IPSAS 第１号と同じ意味で使用される。 

 

非継続事業の定義 

9. 非継続事業（discontinued operation）とは、処分されたか又は売却目的保有に分類され

た主体の構成単位で、次のいずれかに該当するものをいう。 

(a) 独立の主要な事業分野又は操業地域を表す。 

(b) 独立の主要な事業分野又は操業地域を処分する統一された計画の一部である。 

(c) 転売のみの目的で取得した被支配主体である。 

 

IFRS 第５号では「使用価値」の用語が定義されているが、IPSAS 第 44 号では削除されている。 

 

４. 非流動資産の保有目的による分類 

非流動資産（又は処分グループ）の帳簿価額が、継続的使用ではなく「主に売却取引により回収される」

場合は、主体は当該資産（又は処分グループ）を「売却目的保有」に分類しなければならない（第 11 項）。 

要件：売却の可能性が非常に高い（確率が 50％よりも著しく高い）。 

具体的には以下の全てに該当する必要がある（第 13 項）。 

 適切な地位の経営者が当該資産（又は処分グループ）の売却計画の実行を確

約していなければならず、買手を探し売却計画を完了させる積極的な計画に

着手していなければならない。 

 資産（又は処分グループ）の積極的な売込みを、現在の公正価値との関係に



- 4 - 

 

おいて合理的な価格で行っていなければならない。 

 当該売却は、完了した売却として認識されるための要件を分類の日から１年

以内に満たすことが見込まれている。 

 計画を完了させるために必要な行動は、計画に重大な変更が行われたり計画

が撤回されたりする可能性が低いことを示す。 

 

非流動資産（又は処分グループ）は、主体がその資産（又は処分グループ）を所有者に分配することを

確約している場合には、「所有者分配目的保有」に分類される（第 19 項）。 

 

５. 売却目的保有に分類した非流動資産の測定 

売却目的保有に分類した非流動資産（又は処分グループ）は、次のいずれか低い金額で測定する（第 22

項）。 

 帳簿価額 

 売却コスト控除後の公正価値 

 

所有者分配目的保有に分類した非流動資産（又は処分グループ）も同様である（第 23 項）。 

 

６. 売却計画又は所有者への分配計画の変更 

主体の資産（又は処分グループ）が、売却目的保有又は所有者分配目的保有の要件を満たさなくなっ

た場合には、主体は、当該資産（又は処分グループ）の売却目的保有又は所有者分配目的保有への分類

を中止しなければならない（第 34 項）。 

その場合には、当該資産（又は処分グループ）を、売却目的保有又は所有者分配目的に分類していな

かったとした場合の帳簿価額か、売却中止等の意思決定時点の帳簿価額の、どちらか低い方の金額で測

定し、修正から生じる差額を当期純余剰又は欠損に含めなければならない（第 37 項）。 

 

７. 表示及び開示 

(１) 売却目的保有に分類した非流動資産（又は処分グループ）の表示 

項目 表示規定 

売却目的保有に分類された非流動

資産及び売却目的保有に分類され

た処分グループに含まれる資産 

財政状態計算書上、他の資産と区分して表示し

なければならない。 

売却目的保有に分類された処分グ

ループに含まれる負債 

財政状態計算書上、他の負債と区分して表示し

なければならない。 

上記の資産及び負債 相殺して単一の金額として表示してはならな

い。 

売却目的保有に分類された資産及

び負債の主要な種類 

処分グループが、取得時に売却目的保有への分

類の要件を満たす新規に取得した被支配主体
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である場合を除き、財政状態計算書又は注記の

いずれかにおいて区分して開示しなければな

らない。 

売却目的保有に分類された非流動

資産（又は処分グループ） 

関連して、純資産・持分変動計算書に認識した

収益又は費用の累計額を、区分して表示しなけ

ればならない。 

 

(２) 非継続事業の開示項目 

項目 開示規定 

財務業績計算書上の単一の金額 

 

以下の合計額 

 非継続事業の税引後当期純余剰又は欠損 

 非継続事業を構成する資産（又は処分グル

ープ）を、売却コスト控除後の公正価値で

測定したこと（又は処分したこと）により

認識した税引後の利得又は損失 

上記の単一の金額の内訳  非継続事業の収益、費用、税引前の当期純

余剰（欠損） 

 上記に関連する法人所得税 

 非継続事業を構成する資産（又は処分グル

ープ）を、売却コスト控除後の公正価値で

測定したこと（又は処分したこと）により

認識した税引後の利得又は損失 

 上記に関連する法人所得税 

非継続事業の事業活動、投資活動、

財務活動に帰属する正味のキャッ

シュ・フロー 

注記又は財務諸表本体のどちらかに表示する

こともできる。 

支配主体の所有者に帰属する継続

事業及び非継続事業から生じた収

益の金額 

注記又は財務業績計算書のどちらかに表示す

ることもできる。 
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(３) その他の開示項目 

開示項目 

非流動資産（又は処分グループ）が売却されたか又は売却目的保有に分類された期

間における財務諸表の注記開示項目 

 非流動資産（又は処分グループ）の説明 

 売却又は処分予定に至った事実及び状況、並びに当該処分の予想される方法及

び時期の説明 

 減損損失の認識及び戻入れによって認識した利得又は損失 

（財務業績計算書で区分表示していない場合には、当該利得又は損失を含む財

務業績計算書の表示科目も開示する） 

 該当ある場合、当該非流動資産（又は処分グループ）が、IPSAS 第 18 号「セグ

メント別報告」に従って表示されている報告セグメント 

非流動資産（又は処分グループ）が公正価値より大幅に低い帳簿価額で測定される

場合の注記開示項目 ← IPSAS 第 44 号で追加された開示項目 

 売却目的保有に分類される非流動資産（又は処分グループ）の公正価値 

売却計画又は所有者への分配計画の変更があった場合の開示項目 

 その非流動資産（又は処分グループ）の売却計画を変更する決定をした期間に

おいて、当該決定に至った事実及び状況の説明 

 当該期間及び表示している過去の期間の経営成績に当該決定が与える影響 

公正価値の開示 

 IFRS 第 13 号と同様の開示項目（ED 第 77 号「測定」及び ED 第 78 号「有形固

定資産」で他の IPSAS に同様の開示項目を規定） 

 

８. 我が国の政府会計 

(１) 国の財務書類（省庁別財務書類作成基準） 

省庁別財務書類作成基準では、補論 4.(1)③において、売却を前提として保有している国有財産の評

価に関して以下の定めがある。 

「一般会計が保有する国有財産のうち物納された不動産等並びに特定国有財産

整備特別会計及び農業経営基盤強化措置特別会計が保有する国有財産については、

売却を前提として保有していることから、企業会計でいう販売用不動産と同様の性

格を有するものと考えられる。 

企業会計の販売用不動産については、取得原価で計上され、時価が著しく下落

した場合には、強制評価減を行うこととなっていることから、企業会計の販売用

不動産と同様の性格を有する国有財産については、強制評価減を行う必要も考え

られる。 

しかし、国有財産台帳価格は５年ごとに価格改定が行われ、時価の変動が反映さ

れること、また、国有財産台帳の価格改定とは別に毎年度の時価評価を行うことは
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事務的に困難なことから「たな卸資産」の表示科目で計上し、その評価は国有財産

台帳価格に基づくこととした。」 

 

(２) 地方公会計（総務省による基準） 

「統一的な基準による地方公会計マニュアル」には、以下の資産を売却可能資産として、資産科目別

の金額と範囲や評価方法を注記することが求められている（「資産評価及び固定資産台帳整備の手引き」

第 103 段落）。 

① 現に公用もしくは公共用に供されていない公有財産 

② 売却が既に決定している、または、近い将来売却が予定されていると判断される資産 

  

 

以  上  


